
農家台帳システム for SaaS

改正農地法に対応し、全国版システムの「各農業委員会等利用システム」との
並行稼働も視野に入れ、最新のニーズに沿ったクラウドシステムとしてご提供
いたします

豊富なシステム機能・スムーズな操作性

受付・議案・許可業務を統括

『農家台帳システム for SaaS』は、農地台帳の整備・補正をシステム化することを基本とし、農地に関わ

るさまざまな情報を一元管理することで、データの分析、流動的に活用できる基礎資料の整備を目的とした、

農業委員会事務を完全サポートするシステムです。平成26年度以降の農地法で管理すべき項目の網羅はもちろ

ん、中山間地域等直接支払制度等の情報も合わせて管理可能な、汎用性の高いシステムを提供いたします。

⚫ 窓口業務での検索から、申請受付・農業委員会での議案書作成、
許可書発行の一連の帳票作成、台帳補正作業をシステムにて一括
サポート。事務効率の向上に役立てます。

⚫ 契約期間の満了等は一括バッチ処理により容易に反映が可能です。
⚫ 都道府県への報告として、農地権利移動・借貸等調査へのデータ

提供機能を標準でご用意しております。

ASPコード:A801135
【農業委員会事務局ご担当者様向け】

【申請・届出の受付画面】

多様なExcel帳票・データ集計機能

⚫ 議案書、許可書等は帳票形式をＥｘｃｅｌファイルとして出力し
ますので、軽微な文言修正・フォントサイズ変更等は職員様にて
ご対応いただけます。

⚫ 汎用性の高いEUC機能を利用し、農地台帳データの様々な集計お
よび各種分析が可能です。

⚫ 農家の経営面積、各種農地面積集計、農用地利用集積集計等、
ニーズによって即時集計可能な機能も用意しております。

【Excel形式の議案書や証明書】

【自由な条件でデータを抽出できるEUC機能】

スムーズな操作、画面展開を追及

⚫ メニューが常に表示されている為、ワンク
リックでの画面展開を可能とし、一度の検索
で、照会、異動等の全ての機能が使えます。

⚫ 検索結果はシステム内で自動保存されるため、
処理毎の検索処理は一切不要です。

⚫ フレーム構造の採用により、常にメニュー表
示がされているため、どういった作業をして
いるのか一目瞭然です。

スムーズな操作、画面展開を追及

⚫ 市町村毎の住民基本台帳、固定資産課税台帳のデータを、全国版
システム（各農業委員会等利用システム）の住基・固定突合アプ
リにてそのまま利用可能なファイルに自動変換する機能を提供い
たします。

⚫ ・全国版システムから最新のデータを取り込む機能により、二重
入力の手間を省きながら本システムの各機能をご利用頂けます。

全国版システムとの連携機能（オプション機能）

全国版
システム

弊社
システム

住基・固定突合用
データの提供

最新データの
取り込み

一度検索して選択すれば、
どの機能でもデータを直接
操作可能。



農家台帳システム for SaaS

豊富な導入実績

本ソリューションの特徴

ASPコード:A801135

⚫ クラウド方式のため、毎月の使用料内にて最新バージョンのシステムを随時ご提供いたします。制度改正対
応など、即時性が求められる作業も安心してお任せください。

⚫ 毎月定額の使用料にてシステム利用が可能です。一括買取の場合と比較した場合、一定かつ安価にシステム
利用が可能です。

⚫ 制度改正対応も標準システム改修については、使用料内での対応を基本とします。（令和元年度使用料内
制度改正対応事例：農地法第４３条、都市農地法、農地中間管理事業法第19条の2 等）

⚫ クラウドサービスのため、機器購入費用は発生いたしません。
(クライアント機器を新規購入される場合は、費用が発生いたします)

⚫ 各種認証を取得した弊社データセンター内でデータをお預かりします。システム利用時の権限設定により、
自治体様のセキュリティポリシーに準じたシステム運用を行い、万全のセキュリティを確保します。

⚫ システム障害、システムバージョンアップ等は弊社データセンター内での作業となりますので現地訪問保守
と比較し、迅速かつ的確な対応が可能となります。

出力可能な帳票例

弊社取得資格 機密保持体制を確立しお客様の運用をサポートいたします
ＩＳＯ９００１

（品質マネジメントシステム）
ＩＳＯ１４００１

（環境マネジメントシステム）

JQA-EM5815

ＩＳＯ／ＩＥＣ２００００
（ＩＴサービス）

プライバシーマークＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１
（情報セキュリティマネジメント）

2023.2版

全国220団体以上で稼働中のシステムであるため、農業委員会事務局様向けのシステムとして制度に準じた完成

されたパッケージです。全国の導入団体からのご要望を反映したシステム構成となっているため、標準パッケージ

のまま十分ご利用いただくことも可能です。

※ご要望に即したカスタマイズ対応も柔軟に対応させて頂きます。

フェーズ １ヶ月目 ２ヶ月目 ３ヶ月目 ４ヶ月目

運用協議

データ分析・変換

環境構築

仮稼働・検証

本稼働

最短で３か月でシステム移行が可能です。

議案書関連
・（農地法）３条、４条、５条、１８条申請
・基盤強化促進法 ・非農地証明願
・（農地法）４３条届出、都市農地法 等

台帳関連
・農家、農地台帳 ・農家台帳申告書
・貸付希望農地台帳、賃借希望世帯一覧
・閲覧用農地台帳、農地台帳記録事項要約書 等

通知書・調査書関連
・利用権設定通知書、利用権終期通知書
・利用意向調査書 ・遊休農地関連の通知書 等

証明書関連
・耕作面積証明書、耕作証明書
・非農地証明書、農用地証明書 等

許可書関連
・３条、４条、５条許可書 ・４条、５条受理通知書
・３条、４条、５条許可簿 等

※市町村独自の様式も、カスタマイズにて対応可能です。
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